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多機関連携による少年非行防止と日本の秩序

目次

基調講演

渥美東洋（中央大学名誉教授）

「少年非行の予防：多機関連携による日本の平穏の維持」

パネリスト

川出敏裕（東京大学教授）

「日本の少年司法制度における多機関連携」

１

盧明善騨国・成均館大学教授）

「韓国における矯正目的の代替学校と少年犯罪の予防・減少策」

２

坂明（兵庫県警察本部長）

「兵庫県警における多機関連携による少年非行への対応」

３

田村正博（早稲田大学客員教授）４

｢少年福祉機関､教育機関及び警察の連携一北九州市の事例を中心に」

佐藤哲也（北九州教育委員会指導主事・福岡県警少年課係長兼務）

｢北九州ワンストップ･サービスにおける少年非行防止のための学校

と警察の連携について

５



■

基調講演

渥美東洋（中央大学名誉教授）

[少年多垳の予防：多機関連携による日本の平穏の維持］



●

、

少年非行の予防：多機関連携による日本の平穏の維持

渥美東洋

サツクリと割って扱うと、近隣中心の少年犯行の予防/減少の工夫と努力には二つのタ

イプがある。一つは抑止政策によるもので、他方は予防科学と予防政策によるものです。

西欧では多機関パートナーシップは、今や、犯罪問題解決策を有効に樹立する政府の合

言葉になりました。１）都会での銃にまつわる少年暴力への対応として開発され、有効と

された「連携問題解決」モデルの一つにSACSI(安全共同体戦略イニシヤテイヴ)があり

ます。若年殺人・致死犯罪と若年暴力を相当に減少させ、好評を得ました。「問題志向の

警察活動」になったSACSIの成功により、全米に広がった「安全近隣プロジェクト

（PSW-ProgectSafbNeighbolhood)」が全米の１０都市で「多面的暴力対策」として採用さ

れました。それはＹ銃と銃犯罪をターゲットにした既存の地方の計画を結びつけて、アメ

リカ全士での銃と銃犯罪を減少させるという全米の約束だったのです。

SACSI（安全共同体戦略イニシャティヴ）には、目立ったいくつかの特徴があります。

＜多機関連携＞＜プログラムの計画作成とその実施と研究の統合＞＜戦略的問題解決＞が

それです。連邦(合衆国）検事（ｕｓ・アターニー）主導で実施されました。

しかし、他方で、安全共同体戦略作戦（イニシヤテイヴ）SACSIには、多くの予防と再

犯防止を目的とした介入・援助策も用意されていました。＜職業訓練＞＜就業斡旋＞＜薬

物治療＞＜広く通ずる資格を採るための援助＞＜家庭と結びつく支援＞＜課外活動＞＜入

れ墨消去＞＜運転免許の返却＞等がそれです。＜安全共同体戦略作戦（イニシャティヴ）

SACSI＞では「飴と鞭」手法を用いて「問題解決志向の替察作用に沿った抑止戦略」が協

調されたのです。

＜安全共同体戦略作戦（イニシャティヴ）SACSIのような対応の仕組みは「問題解決モ

デル」を活動の中に採り入れて犯罪を抑止、予防、コントロールする方向で始まり、まず

は法執行部門の連携から始まりました。パイオニアとなった警察本部は、予防戦略も中に

取り込み、替察活動の対象を「問題場所」と「人」に向けました。このような手法が各警

察本部の法執行計画で一層の成果を挙げたために、この法執行計画は全米の警察で広く採

用され始めました。加えて、その成功が認められるにつれて、「問題解決」という見方が、

警察から検察官/裁判所、さらに矯正部門に広がりました。このように、それぞれの地方

に特有の問題に対応するテクニカルな手法として活用されただけでなく、広く複雑な都会

犯罪と秩序違反行動の問題に向けた戦略プロセスとしても活用され始めたのです。

日本響察が、現在用いている犯罪政策と戦略には「抑止」政策と戦略による、SACSIの

問題解決志向の制度と共通点がみられます。日本響察は、犯罪と秩序違反行動問題の解決

で協働する協働単位というよりむしろ、法運用システムの中で「孤立した独立単位」とし

て努力しているのが現状です。むしろ、日本警察は、刑事司法システムの他の三者、つま

り、検察/裁判所と矯正部門と連携・協働するのではなく、それ以外の各地域の諸機関と

連携・協働して、問題に直面している住民にサービスを提供しているのです。この現状に

ついては、明日の会合で議論されることになっています。

（２）今一つの共同体中心の多機関連携戦略は、抑止目的よりは予防科学に根拠を求め

るものです。予防科学は「犯罪や社会性に反する行動の予防にとっては、将来の犯罪行動

を予測させる要因を見つけてそれを減らし、将来犯罪を生まない状態を予測させる要因を
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見つけてそれを強化することが必要である」との前提に立っています。

英国の１９９８年ＣＤＡ法（CrimeandDisorderAct犯罪と秩序違反規律法）と１９９９年

のYJCEA法（YouthJUsticeandCrimeEvidenceAct青少年の社会化に反する行動に対応

する法運用と証拠法）それに米国のOJJDP（少年非行対応運用及び非行予防局）が提案し

ているモデルが、第二のタイプの、共同体中心の多機関連携・少年非行対応システムの代

表例です。日本では、共同体中心の多機関連携の仕組みで有効に機能しているものがあ

りますが、それらは、法律上の根拠を欠いています。伝統的なインフォーマルなコミュニ

ティの連携、とりわけ、大家族関係に由来する人間関係にルーツを持つものです。日本の

伝統的な隣近所の人間関係は消え始めており、そのため、今日では、少年非行の解決は、

困難な社会問題の一つになってしまいました。

しかし、伝統的な文化による人間関係と考え方は、そうはいっても、まだまだ捨てがた

く、少年非行と社会性に反する行動を解決する力を失ってはいません。共同体での連携の

努力は、警察官と警察職員、児童相談所職員、保護観察官と保護司、学校の教師、それに

近隣住民の間で、何の立法もなく実施されています。

（３）今日の日本では、少年非行解決を目指した共同体内の連携のプログラムは相当数

に上ります。本来、予防施策や計画は共同体ごとに違うものですから、日本型の予防連携

プログラムには多種多様で、それには、警察一学校連携、米国のＣＴＣ（ケアする共同体)、

FFP（有効に機能する家族への連携）に似たものもあります。この中のいくつかのものに

ついては、今日のこのシンポで後に紹介、議論されます。

さらに、共同体による包括的予防という構想は、日本の地方の近隣では、長い歴史を

もち、そのタイプはそれぞれの共同体ごとに異なっています。別の言い方をすれば、日本
プロセス

lこは二つのタイプの過程があり、一つは、法律によるもので、もう一つは、日本文化と日

本の考え方に深く根ざすものだということです。

それはともかく、「人を犯罪行動に走らせる原因は何だろうか」という問いを欠いて、

犯罪に対応することはできない相談です。言い替えると、「犯行と社会性を損なう行動の

原因はどこにあるのか」が判らなければ、予防的戦略を樹て、行動を起こすことなどはで

きないのです。

Ｌ犯行と社会化を害する行動を生む諸原因

(1)因果関係について、１から10まで判明する例はまず稀です。とても単純な場合でも、

マクマホンとその同僚が仰言るように、「因果関係の網の目」がみつかるのが普通です。

犯行や社会性を妨げる行動へと導く多くの要因が絡み合う原因、それにいくつかの道筋が

みつかるのが普通のことです。「多面的に作用する」という、まさにこの表現に、唯一の

必要且つ充分な原因などというものはあり得ないことがよく示されています｡その理由は、

多面的な原因の影響が働いているのであり、その一つ一つが因果のプロセスに貢献する部

分を構成していることを如実に示しています。さらに、それぞれが、同一の最終到達点に

導く、複数の異なった原因となる道筋があるのが普通なのです。

(2)犯罪行動をめぐる議論には、長い歴史がある二つの考え方があります。一つは人間

の繋がりの力、つまり社会が犯罪を生み出すというもので、他方は、それぞれの個人の素

質が犯罪行動を導きやすくするものです。しかし、「社会での人間関係や仕組みに由来す
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る力が犯罪を生み出すとの理屈も、個人の素質が犯罪行動を生むとの理屈も、ともに、実

際に役立つ戦略やアプロウチや行動計画に貢献することは、まず、ありませんでした。そ

こで、1995年から2000年頃の間に、「何が人を犯罪に向かわせるのか」というテーマが撞

頭してきました。多くの総（統）合理論が示した要因、社会学が解明した要因、発達理論

が示して見せた要因、人格や人間の交わりや外部状況が生み出す要因や圧力などが重なり

合って､犯罪行動を生み出すのであり、その在り方が解明され続けられてきているのです。

今日の犯罪学は、他人との交わりを妨げる行動や犯罪行動には、自由意志と決定論的な

圧力の双方が関係していることを自覚しています．言い替えると、クラシックの思考と実

証主義思考の間に、もはや、明白な線を画することはできなくなっているのです。この現

在の犯罪科学を少年非行に応用してみると、特定の少年非行者が、犯行の原因提供者だか

ら､犯行に責任を負わせるという理屈が通らない場合もあるということです｡その理由は、

その犯罪行動は社会の構成の在り方や文化の産物だといえる場合もあり得るということな

のです。「多要因」という語が、まさに、複数の因果の影響が働いており、その一つが因

果のプロセスで役割を果たしているから、一つの必要且つ充分な原因などというものはあ

りえないことを明白にしています。さらに、いくつかの別々の原因となる道筋があり、そ

れぞれは、同一の終結点に至っていいるのです。

このような場合の説明によると、根無し草のように浮遊していて、自分の生活を送るう

えで「確たるもの」として受け入れられる行動のモデルを欠いたままでいる若者は、ま

すますアトム化し、疎外され、人と交わるうえで必要な習慣やモラルを身につけることが

できず、若者を結びつける社会や集団での経験から離れて生活する傾向を強めることにな

っています。ある不利・劣悪な条件とか格差・不平等の原因の例には、分裂家族・混乱家

族、片親、十代の親等を挙げることができるでしょう。生涯を通して持続する「しつこい」

犯行行動についてみると、将来を予測させる鍵となる要因が、異常に初期年齢時の兆候に

由来するかについては、まだ判然とするところには至っていません。しかし、追跡研究の

証明するところでは、生涯持続する「しつこさ」は、極度活動症や認知欠陥や気まぐれさ

や怒りを抑制できないことと、強く結びついているともいわれています。

（３）応用犯罪学とは，「統（総）合犯罪学が生んだ理論を犯罪対応法運用とその実務に

応用する研究・科学のことです｡理論と実務を結びつけることが犯罪対応運用論､つまり、
プロセス

応用犯罪学の中核になり、この結びつけｶﾐ犯罪対応運用論（社会安全論）の全過程で重要

な役割を果たすことになっています。そこで、犯罪対応法運用の研究は、政策決定と実務

に役立つことが命なのです。予防政策は、犯行発生を増進したり、減少させたりするリス

ク要因と防禦要因についての知識に依存するのです｡幼児期から成人に到るまでの重要な、

複数の発達段階に対応する領域（ドメイン）があります。親、家族、同輩友人、職場など

がそれです。深刻な家族間の仲違いや対立、虐待経験などは、リスクの輪の中の重要部分

でもあり、家族の中での安心や協力は、重要な犯罪行動を抑える保護要因です。同輩、友

人関係についていえば、非行仲間との関わりは、暴力に到る度合いを高めます。決定的な

研究は欠けていますが、雇用機会の喪失や刑罰による収監経験は重要なリスク要因と考え

られています。

（４）社会性を損う行動の原因について、十分且つ簡単な結論は出せません。しかし、そ
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の原因となる道筋を解明するうえで、相当な前進が、つぎのように見られています。１．

深刻な家族の仲違いや対立と虐待経験は、重要な原因の一つである。

２．非行仲間との関わりは、暴力犯行へ到る度合いを高める。

３．決定的な研究は欠けてはいるが、雇用機会の喪失と収監から生まれる悪影響は、

重要なリスク要因である。

４．メディアの影響とアルコールの摂取（禁止薬物の利用）は、主たる原因ではないが、

おそらく潜在的なリスク要因である。

５．貧困は、近因としては弱いものだが、良好な家族の営みを困難にさせたりする重要

な遠因の一つである。

６．認知格差が、社会性を損う行動を導きやすい。

英米では、状況要因は、既に、アウト・オブ・ファッションとなってはいますが、状況

要因が重要であることは証明済みであり、今日でも、その重要さを疑う理由はありません。

n．若年犯罪行動の予防。証拠とそれが機能する機会。

１９８０年代以前には、犯行を予防できることを示す証拠はほとんどありませんでした。

つまり、３０年前には、非行予防の方法・方策については、全く皆目無知でした。今日で

は、事態は大きく変わりました。予防科学が発達し、非行発生以前に若年犯罪行動に効果

的に介入する、試験済みの方策が数多く見つかり、作り出されています。

予防科学は、『犯罪予防には、「リスク要因｣、つまり、「将来の犯罪行動を予測させる

要因」を見つけて減少させ、リスクがあっても、そのリスクが犯罪行動にまで導くのを防

禦する、「予防、抑制、保護」要因を強化することが要件となる』、との前提に立ってい

ます。米国、英国、それにニュージーランドの犯罪学者の経年・追跡研究の結果、これら

の要因が、近隣、共同体、家族、学校や友人、それと個人自身の性格の中にあることが判

ってきています。

それぞれの国で、犯罪学者は、多くのいくつかの要因が、薬物使用、十代妊娠、学校か

らのドロップ・アウトや初期思春期と後期思春期と若年成人期の問題行動を予測させる要

因があることを証拠で示してみせました。

非行に出ていない者が、将来、非行に出ることが予測されたときに、それを予防するた

めの介入策を讃ずるときに、その対象とするのが、リスク要因です。特定のリスク要因が

変化を受け、後の犯罪行動が予防されると、その要因が犯罪行動の原因であることを証明

することになります。また、経年・追跡調査の結果、若年期や思春期での犯罪行動の発達

や薬物の誤用等を止める防禦又は予防要因も、多く発見されています。児童・子供の発達

上の各段階領域（ドメイン）に存在する、広汎にわたるリスク要因と防禦要因に焦点を当

てた、各種の様々の予防目的介入策が試され、その中に、若年犯罪を予防するのに有効な

ものが相当数あることが判明してきています。

IIL若年非行、犯行に対応する法運用の変革

（１）いくつかの有効な介入プログラムを以下に紹介します。

第一に、＜個人に焦点を当てた予防＞

就学前の開発プログラムの目的は、経済上困難な状態にある児童に、親がなかなか家庭
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では与えられない認知力を刺激する経験を豊富に積ませるようにところにあります。

児童と思春期少年へのスキル訓練プログラムの目的は、他人と交わるときの適切なスキ

ルの向上、有効に問題を処理するスキルとアンガー・トリートメント（怒りの処理治療）

と感情的な用語を使用するスキルの向上を目標に、児童に他人に交わる能力、感受性を身

につける能力と認知力を向上させるところにありました。生活上のスキルの訓練（ＬＳ.T・

LifbSkillTinining)は、１２歳から１４歳の思春期の少年を対象とする有効なスキル訓練プロ

グラムの一例です。

＜家族対象の予防＞

犯罪学研究の当初期以降、家族の要因は、若者犯罪の説明モデルの中心に位置づけられ

てきています。雇大な研究結果によると、或るタイプの家族では、他のタイプの家族に比

べて､少年非行が多く見られること、そして､家族の中での親のあり方についての研究が、

児童期の問題行動への有効な介入策を開発するうえで相当に役立つことが判っています。

最近、第二次大戦終結後１９９０年代までの日本でも、少年非行の全体の水準が大きく上昇

した時期がありました。その時期には、家族の生活の多くの側面も大きく変化をみせてい

ました。離婚の増加、同棲（事実婚)、片親家族、十代の片親家族、これらすべてが世間

一般の傾向となり、家族の纏りの安定度が欠け、流動的になって来ました。

家族のあり方の変化に伴って、家族の対応態度から生ずる問題も浮上しました。家族を

対象とする予防プログラムは、非行と後々の犯行へのリスク要因、例えば、行動への明確

な基準の欠如、見守りのまずさ、手本の示し方のまずさと、それに、一貫しない規律とい

った、リスク要因を対象にします。二つの主要なタイプの家族対象プログラムが、非行と

後々の犯罪行動を予防するのに有効であることが判明しています。第一のタイプは、第二

次大戦終了直後に、主要目標を、医療分野、それも公衆衛生に置いた、生活スタイルの改

良を目的にした、保健婦による家庭訪問を活用して、広く行われた親の教育訓練です。第

二のタイプは、誕生直後からの幼児・児童の生活条件の改良・向上、妊娠後期からの生活

スタイルの向上、未熟児出産や未熟児の予防、健全発達、それに児童虐待と児童放置の予

防などについての、親の在り方教育や親の家族の扱い方プログラムであります。

＜多制度巻き込み療法（MST-MlutisystemicThelapy）＞

ＭＳＴとして知られている、元は米国で開発されたこの介入策は、イングランドでパイ

ロットとして試験され、子供・学校・家族省と保健省が、このパイロット・サイトで事後

評価を受けています。

このプログラムは、家族と認知行動療法を結びつけ、その療法には広い支援サービスを

用意しようとするものです。学校、就職先、友人、同輩やそれを取り巻く共同体が相互に

影響し合い、若者とその家族に影響を与えているとの前提に立って、個人と家族のニーズ

に応じて個別的に仕立てた、広汎な支援サービスを提供しようとするものです。ＭＳＴを、

米国でのＭＳＴとは違った処遇やサービスを比較すると、攻撃性や犯罪行動やその他の社

会性を損なう行動を減少させ、逮捕率を下げ、拘禁期間を短縮するとの成果が示されてい

ます。
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＜家族機能療法（FFT：FunctionalFamUyTherapy)＞

これに加え、１１歳から１８歳の少年の家族と共に行う多制度間介入プログラムとして開

発されたＦＦＴ（家族機能療法）は、犯罪に巻き込まれるリスクのある若年者や少年年犯行

者と協働して予防目的で利用されているものです。その狙いは、家族の一人一人にどうす

れば自分の行動が家族関係に影響し､相互に作用し合うかを理解させるところにあります。

＜学校を狙った予防策＞

学校中心のプログラムが、社会性を損なう行動や少年犯罪行動を減少させるうえで有効

か否かを調査する、多くの包括的な評価がされています。ウイルスンと同僚が行った評価

によると、４つのタイプの学校対象のプログラムが、非行減少に有効なことが確認されま

した。

１）学校と規律管理

２）学級管理と教育授業管理

３）学年再編と学級再編、それと、

４）自己コントロールと社会性の幅を広げることを目的とする認知行動又は行動指示

方法の利用

その企図するところは、子供の親への愛着を高め、学校との結びつけの心を育もうとす

るもので、その前提は、この種の、人の繋がりを高める結びつきは、非行行動を抑制・防

禦する効果をもつというものです。

＜友人・同輩を対象にする予防策＞

この狙いは、非行少年たる友人の影響を低め、社会性の高い友人の影響を高めるところ

にあります。非行を促す同輩の影響に抵抗するようにさせる児童・生徒教育は、通常、ス

キル訓練を通して行われます。

＜コミュニティ中心の予防策＞

予防目的のコミュニティの努力は、よく、発達理論による予防と状況理解による予防を

結びつけたものだと考えられています。ここでは､発達領域を取り巻く状況の改善よりは、

個人の社会性を高める能力の幅を広げることに目を向けています。コミュニティ中心の予

防策は、状況理論による予防と区別すぺきですが、同時にまた、コミュニティの強化とも

区別すぺきだと思います。

くケアをするのは共同体（CTC＝CommunityThatCare）＞

この制度は、二つの研究で事後評価を受けました。ひとつは、ペンシルヴェニア州立大

学の予防研究センターが行ったもの、もう一つは、ワシントン大学の、社会性発達研究グ

ループが行ったものです。ＣＴＣを採用した共同体は、コントロール共同体と比べて、そ

の共同体全体で､非行行動とアルコール摂取と喫煙の減少をもたらしたとのことです｡ＣＴＣ

プログラムは、長野県佐久市で第二時大戦終結直後に開発され、実行に移されました。こ

のプログラムは故若月博士により計画・実施されて、それを理由に、若月博士はマグサイ

サイ賞を授与されました。その計画は、地方病を減少・予防し、その地方のニーズに合う
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ように公衆衛生を改善することを目的としていました。そして、佐久の人々は遂に、特定

の地方病の予防目的で「佐久総合病院」を設立し、その結果、佐久市と長野県は、日本の

他の地域に比べて、一人頭最低の医療支出で済む地域になりました。

＜早すぎることも、遅すぎることもない＞

早期介入は、後々の犯罪行動を予防する点で、費用対効果が良いのです。

発達理論（科学）の原理は、生涯のどの時点であれ、有益な変化が生ずるだろうが、早

期介入は幸福な状態と人生を送る能力を向上させる点で、人生の後期でなされる介入と比

較して、より有効であることを示唆していますが、このことは、ダンカンとその同僚も指

摘しています。

しかし、発達の最終にいる後期思春期の若者を巻き込んだプログラムの中には、犯行予

防の力を示しているものもあります。JObCorpsは、後期思春期の少年にとって有効なプ

ログラムの例です。

＜包括的な予防＞

証拠が示すところでは、予防プログラムは包括的なものでなければならない。その理由

は、児童と青少年は多様なリスク要因に直面するので、少年犯罪予防計画にあって、多面

にわたるリスク要因のうちの一つだけに着目するだけでは不十分だというところにありま

す。

＜共同体（コミュニティ）での予防計画と行動＞

自分達の共同体では、有効だとされる介入策のうちのいずれを適用すれば、十分に活用

できるのかという問い、成功するのにはその期間はどの程度が良いのかという問いに、政

策決定者と実務家と研究者は直面するのです。この問いに答えるときに最も重要な立ち位

置は、「共同体が違えば、それぞれ違ったリスク要因と防禦要因があるのが普通だ」とい

うことを知ることです。都道府県、市町村、近隣地区は、同一標準的な介入策をお互いに

コピーして使えば、それぞれの地元のニーズに応えられるといものでは全くありません。

とはいえ、それぞれのコミュニティで持続可能な安全を達成するためには、どの政策と

運用管理システムを実施に移せば、その地方の住民に自分の住む共同体や近隣に自己責任

意識を持たせることができるのかも、政策決定者と実務家と研究者が直面している問いで

もあります。

Ⅳ西欧と明治期以降の日本で用いられて来た、在来の直線型の犯罪対応法運用システ

ムと新たに撞頭してきている（日本の伝来の文化に深く根差した）犯罪対策運用（社会安

全システム）

従来、犯罪対応法運用システムは直線型の構造から出来ていて、警察作用に関係する法
プロセス

執行活動に始まり、つぎに、検察/裁判所に行き、そして最後に矯正と保護へと進む過程

が、犯罪をコントロールし、犯行者を処理するものとして用いられて来ました。
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1）このシステムの運用にかかわる三者の構成部門が重要な機関単位として活動し、犯

行者は、警察から、検察/裁判所へ、そして矯正・保護へと、重なり合うことなく、それ

ぞれの機関が責任を負って処理してきました｡犯罪予防は､そこでの第一の機能ではなく、

予防は、ソーシャル・サービスと共同体の組織､地区住民に委ねられて来ました。しかし、

1990年代中頃に、西欧、とくに英語圏でも、この直線型の構造が変わってきました。し

かし、このシステムは、問題解決モデルとか、社会性を損なう行動が起こる前に犯罪を予

防しコントロールする努力を払うときに先手を打つ予防モデルを、そのシステムの構造の

なかに取り込み始め、このような先手を打つ構造は、まず法執行機関で採用されはじめま

した。ついで、多機関連携連合、また効果のあるパートナー体制が樹てられて来ているの

です。

このようにして、予防戦略は、特定の地元の問題に対応する戦術としてだけでなく、広

い、より複雑な都会犯罪と秩序違反が生み出す問題に立ち向かう「戦略の過程」として活

用され始めたのです。

2）非行と社会性を損なう活動を予防できることを示す証拠がほとんど無かった1980年

代以降の３０年間に、犯罪関連の諸科学が少年非行の諸原因を見つけ、その諸原因に対応

した、効果のあることが証明されたプログラムを開発してきました。
プロセス

予防戦略や少年非行対応運用システムやその過程は、諸科学を研究の見つけ出した事実

という研究成果に基づいたものでなければなりません。その研究結果は、多様な原因と広

い原因となる道筋の網の目が少年非行に作用しており、出発点となる原因は同時に、先行
プロセス

する因果の過程の終結点でもあることを示してし､ます゜少年非行対応運用システムは、こ

の研究の成果に対応しなくてはなりません。在来の直線型とは異なり、新犯罪対応運用シ
プロセス

ステムとその過程は、より戦略的で、多様な原因の網の目と広く原因となる道筋}こ対応し

た、網の目型のものでなければなりません。

過去を振り返ってみると、「避難・保護ハウス」を1825年に初めて開設したニューヨー

ク市の紳士改革者とシカゴの御婦人の改革者が、１８９９年に初めて少年裁判所一強制力を

用いるケイス・ワーク施設一を創設しました。

当時のニューヨークの紳士は、非行少年は「乞食」と同じく、道徳的気質の弱い者と考

えていたのです。したがって、ニューヨーク市の紳士は、貧困層の居住する環境を改善す

ることなどは試みませんでした。また、シカゴの、裕福で、白人で、アングロ・サクソン

で、プロテスタントの家庭出身の御婦人改革者は、少年非行は、シカゴの別のコミュニテ

ィ出身の悪い親の十分にケアされていないか育児放棄されたなれの果てだと考えていたの

です。そこから、親に代わる「国親」としての役割を果たす新しい少年裁判所は、貧困な

子供達を、親から離して改良学校に入れ、よく面倒をみて、暖かい注意を払い、改良学校

では、細民や乞食のように成長しないようにする措置をとることとされていたのです。そ

の結果、この新しい少年裁判所は、裁判所では全くなく、強制力をともなったケイス・ワ

ークの機関となったのです。

ともかく、長い歴史上、つぎのようなサイクルをみることができる。つまり、（１）「刑

罰中心・タフポリシー＋何もしない」から、（２）「社会に復帰するように少年を処遇

する寛容な政策」に、そして、（３）再び逆戻りして、「懲罰主義一ダフ・ポリシー」へ、

というサイクルです。少年非行が異常に高くなる度に、タフポリシーと寛容処置政策のそ
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れぞれが厳しく非難され、犯罪政策は前後にプレ、循環するのです。証拠の示すところで

は、少年を収監することは、再犯率を下げる結果とはならず、却って、少年犯行者をより

粗暴化させ、少年犯行者の感情のトラウマを高めることになるのです。

3）その共同体は、市であったり、近隣や団地であったりします。この地域で社会性を損

なう行動や後々の犯行行動が発生するのです。それぞれの共同体みずからが、少年の犯罪

行動や社会性を損なう行動の予防のために実施すべき包括的な戦略を開発しなくてはなり

ません。

上述のとおり、今日では、若者の犯罪行動と社会性を損なう行動を減少させるうえで有

効な、多くの将来性のある介入・援助策があります。共同体自体が、今や、発生以前に少

年の犯罪行動を予防する自己改革を行う対象環境となっているのです。

問題解決の見方や、先手を打つ予防的な立場からみても、在来の直線型の少年非行や犯

罪に対応する法運用システムは、全資源を動員して、コミュニティの隅々で見つかるリス

ク要因を減少・解決し、防禦要因を促進させる、新たな犯罪対応運用システムに向けて改

革しなければなりません。少年非行がそれほど深刻でないときに、コミュニティと少年非

行対応運用制度は、処遇と更正を提供して、持続できる安定した公共の安全を維持する、

幅のある目標を追求することができるものと思います。

連携チームの構成者は､非行予防に先手を打ち､予防的なプログラムのために協働して、

はっきりと推定できる社会性を損なう秩序違反行動を一掃し、ホット・スポットにいる少

年を補導する目的で、先手を打つパトロールをするために、あらゆる努力を払い、資源を

活用することができるでしょう。

米国では、ハワイ州やカリフォルニア州やその他のいくつかのコミュニティでは、非行

少年は、ドラッグ・コートとか、メンタル・ヘルス・コートとか、ドメスティック・バイ

オレンス・コート（厳格に言えば、裁判所ではなく、ソーシャル・ワーク機関です）と呼

ばれる、問題解決目的の裁判所のプログラムに非行少年が加わる同意をすることが許され

ています。

これらの活動は、法律で定義する「相当理由」に基づいて裁判官が発する令状によらず

に、均衡（比例）原則に従って、それほど確かでない推定根拠に基づいて実行することが

許されています。

言い替えると、新しく鐘頭している犯罪行動や少年非行に対応する運用でも、幅広いサ

ービス、処遇、ケアにあっては、「ファジィ」又は若干暖昧な、クリアでない論理を活用

することが許される場合があるだろうと思います。したがって、新しく撞頭して来た、犯

罪又は少年非行に対応する法運用は、答えなければならない新たな問いを発しています。

いわゆる「ファジィ」な論理を活用しないままでは、新たに撞頭してきている少年非行と

犯罪に対応する運用は、将来展望をもつことはできないでしょう。

報告を閉じるに当たり、（日本における共同体は）「少年非行が発生するのに先だった、

それを予防する、環境を自己改革するものになり始めている｣、という句を繰り返させて

頂きます。科刑目的の刑事司法では、「匡正の正義」が働き、社会安全の分野では「配分

の（配分）正義」が働くことに留意して頂きたいと思います。
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日本の少年司法制度における多機関連携

東京大学大学院法学政治学研究科川出敏裕

１．はじめに

◇少年非行の防止＝少年一般に対する非行の防止十非行少年の再非行の防止

◇非行少年に対する措置－少年法による規律

【少年法第１条（目的)】

「少年の健全な育成を期し，非行のある少年に対して，性格の矯正及び環境の調整に関す

る保護処分を行うとともに，少年の刑事事件について特別の措置を構ずることを目的とす

る」 ↓

少年を改善教育することにより，その少年が将来二度と非行を行わないようにする

2．少年法の対象と手続

(1)対象

非行少年‐①犯罪少年，②触法少年，③虞犯少年（ステイタス・オフェンス）

(2)手続

響察庭裁判所

＊全件送致主義＝軽微な道路交通法違反事件を除き，すべての事件を家庭裁判所に送致

◇家庭裁判所における手続

終局決定

↓

調査官による調査十少年鑑別所による鑑別

＊改善教育の場としての手続過程

（a)保護的措置＝調査官及び裁判官による事実上の働きかけ（ex・少年への助言や訓戒）

（b)試験観察＝終局決定を一定期間留保したうえでの中間処分

（付随措置）①遵守事項を定めてその履行を命ずる

②条件を付けて保護者に引き渡す

③適当な施設，団体又は個人に補導を委託する

１
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◇終局決定

（a)不処分決定

（b)保護処分決定

①保護観察

②児童自立支援施設又は児童養護施設への送致

③少年院送致

（c)検察官送致決定（逆送決定）

（｡)児童相談所送致決定

3．少年司法制度における多機関連携

家庭裁判所が中心となり，他の機関と連携

【連携先】

(a)保護処分の執行機関

(b)児童福祉機関

(c)法執行機関（瞥察）

(｡)学校

(e)民間の団体・組織・個人

◇民間の関与

①保護観察

公務員である保護観察官と，

②補導委託

民間のボランティアである保護司が協働して実施

◇補導委託＝適当な施設，団体又は個人に少年の補導を委託

(a)身柄付補導委託＝少年を委託先の施設に居住ないし宿泊させたうえで，仕事や通学を

させながら，生活指導や職業補導を行わせる

（委託先）

・建設業，製造業等の会社経営者，農家，飲食店の経営者等の民間の篤志家

・児童福祉施設，社会福祉法人

(b)在宅補導委託＝少年をそれまでの住居に居住させたまま，生活指導等の補導のみを学

校の教師や雇主に委託する

生活指導等の補導のみを学

＊期間‐おおむね３ケ月から４ケ月

２
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＊新たな形態の補導委託

(a)障碍者施設や特別養護老人ホームでの短期間の社会奉仕活動

(b)短期合宿（親子合宿）

*今後の課題

運用状況－試験観察も補導委託も減少傾向

↓

（a)新たな民間の補導委託先の開発

（b)調査・審判段階での公的機関との連携

【資料】非行少年に対する手続の流れ

↓

検察庁

↑逆送Ｕ

家庭裁判所家庭裁判所

＝[I壼藏調査

↓

甕到

↓

保護処分決定

→不処分決定少年鑑別所 仁

ＵＵ

保護観察所
少年院

３
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パネリスト

２盧明善（韓国。成均館大学教授）

｢韓国における矯正目的の代替学校と少年犯罪
の予防。減少策」
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●

韓国の青少年犯罪予防センターの運営現状とその発展方向

慮明善

設立の趣旨

犯罪の低年齢化、凶暴化

非行の初期段階の青少年の非行予防と再犯防止

処罰と事後教育中心→先導・予防を中心とする制度へ

釜山（プサン)、光州（クァンジュ)、大田（テジョン)、清州（チョンジュ)、

安山（アンサン)、昌原（チャンウォン）の少年院

一「青少年非行予防センター」の設置

I．

運営の実態（運営状況及びプログラム）

・非行の診断

・代替教育一体験中心の自覚教育

一学校の依頼、検察の依頼、裁判所の依頼

青少年関連団体及び施設、保護者などの依頼

教育内容

生活礼節、コンブライアンス教育、読書指導、障害体験、ボランティア活動

など、一般プログラム（15種）と、ビアカウンセリング、怒りコントロー

ル、アートセラピー、社会性の向上プログラムなどの予防プログラム（１３

種)、窃盗非行、学校暴力、交通安全、性犯罪、薬物とインターネット中

毒、法の体験、回復プログラムの（7種の）治療プログラム

・青少年心理相談

．法教育

・保護者教育

●

つ
■
】
■
ユ

で
■
■
（

－１－

区分 ZOO8年 2009年 Z010年

非行Ｕ､診断 11,7Z引牛 11,028件 11,421件

代琶教育 6,410件 7,3＆'8件 1Z,862件

青少年の､理カウンセリング 5,481件 5,256件 6,438件

法教育 1,046,730ｲ牛 531,607件 546,898件

保腰者教育 3,511件 5,465件 6,6Z6件



Ｚ

２

問題点

法制度的側面

組織のアイデンティティの側面

政策のターゲットの側面

プログラムの側面

機関運営面

Ｌ
・
．
．
．
．

Ⅱ
１
２
３
４
５

今後の進むべき方向

先導条件付き特別教育の活性化

協力ネットワークの構築

地域の青少年非行予防センターの能力拡大

●

ｗ
Ｌ
ｚ
３
４

組織内の能力の強化

-２－
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￣

パネリスト

３坂明（兵庫県警察本部長）

｢兵庫県警における多機関連携による

少年非行への対応」
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⑦ ②少年非行の推移【刑法犯・1950年以降】
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⑭

②０ 刑法犯少年の推移【兵庫県｡過去10年】
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②② 刑法犯少年の罪種別の状況(2000年→2010年）

… 二兵庫県

l占劉

ロ

麺凶悪犯

麺己犯

靭迩犯

迦鯰犯

皿儲犯

占項竃脱物植田

その他

０１０００２０００。０００４⑪｡⑪５⑪ｎｍ

の￣￣￣ﾛ■｡■￣￣￣￣q■￣￣￣￣ﾛ■￣￣￣￣●￣｡■凸一一一一一q■□｡■q■￣￣￣己一一一一一■●￣￣￣￣￣￣￣￣￣●●￣￣■●￣￣￣￣￣￣￣￣●￣￣●●･●￣●ＣＯ■￣■､￣￣￣□q■･●￣￣￣￣￣￣q■｡■￣I■￣￣の｡■￣￣￣｡■￣d■d■￣￣￣ﾛ■￣￣￣＝0■￣￣０

i①凶悪犯-，2005年が107人でﾋﾟｰｸ｡2010年には55人とほぼ半減した。

!②粗暴犯一，約1,000人から約600人で推移し､全体の約1割を占める。

!③事ゴー－，割台が最も高く､全体の約6割を占める。
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② の刑法犯少年の学職別の状況(2000年→2010年）

鍾息露

壇缶砥
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Ｇだ

□ ③鰯邉

Ⅱ
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|①中学生(12歳～15歳)中心の非行へ推移

！中学生の占める割合が増加している｡【39.0％→45.2％】

|②非行の低年齢化

｜小･中学生の占める割合が約50％と低年齢化を示している｡【41％→477％】ｉ
Ｉ■'－－－－－－－.■－１■－－￣￣￣￣。■￣￣￣￣￣~￣I■----￣￣￣~－－￣￣■￣￣￣￣－－￣---￣－－－－－－~￣￣￣---￣￣￣●－０■￣￣￣￣￣￣－０■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－￣￣￣￣￣■￣■￣－－－－－－－－－－－－－－－０

の の近年における県下の重大･特異事件（兵庫県）

児童、纏璽煙事件【神戸市】1997.６検挙
Ｏ事件の概要

1997年２月１日女児2人がハンマーで殴打される事案が発生､同年３月１６日女児が金槌で殴打される
事案(3/27死亡)及び女児が小刀で刺される事案が発生｡更に同年５月24日小学生男児が絞殺され､首から
切断された頭部が中学校校門に放置される事案が発生。（1997.6中学3年生男子を逮捕〕

いじめに起因する高校生の自殺卒案(恐喝事件等)【神戸市】2007.9検挙
Ｏ事件の概要

2007年７月３日、私立高校において男子生徒(18歳､３年生)が､いじめ(５月から６月にかけて恐喝事

案､使い走り､嫌がらせ行為､被害者になりすましてホームページを作成してわいせつな画像を添付等)を苦
にし､校舎から飛び降り自殺した事案｡(同級生の男4人を恐喝等で逮捕）

中学生グループの集団リンチによる傷害致死事件【伊丹市】2009.10検挙
Ｏ事件の概要

被疑者(15饅､上級生男子)は､被害者(14趣､男子)力鰔疑者の悪ロを吹聴していることに立腹し､タイマン(1対1のけん

か)をしようと犯行場所に呼び出した上.集団で執勘に暴行を加えて死亡させたもの｡(実行犯5人を逮捕､見張り役3人を不拘束
検挙）

女子中学生グループ簿による大麻所持事件【神戸市】H2010.1～g検挙
Ｏ事件の概要

女子中学生らが携帯電括のブログ等で交友を広め､深夜飲食店等で知り合った年長者(16歳～20歳)か
ら大麻を畷り受け､吸引目的で不法所持していた事案。(女子中学生8人を検挙･補導）

女子中学生による放火殺人事件【宝塚市】2010.7検挙
Ｏ事件の概要

女子中学生2人は､親からの暴力簿に不満を抱き､両親をそれぞれ殺害しようと共謀し､深夜､一方の自

宅にライターで放火して､就寝中の実母を焼死､義父等に重傷を負わせたほか､更にもう一方の自宅にも放火
しようとしたが未遂に終わったもの。（中学３年生女子2人を殺人等で逮捕）

３
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の ②多機関連携による少年非行への対応
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０⑦ 警察における少年健全育成総合対策
｢ひょうごっこハートスキルアップ｣の推進

少年の規範意識の向上を図るため､非行少年の検挙補導活動等のほか、少年自
身が危険(非行､問題行動等)を回避できる心の能力(ハートスキル)の向上を目指し
て､多機関連携を図りながら各種総合対策を推進している。

１低年齢少年の規範意臓の向上
○中学生から小学生にもシフトした､非行防止教室の開催
Ｏ飲酒､喫煙防止対策及び居場所づくり･立ち直り支援活動の強化

２万引き事件簿初発型非行及び街頭犯罪の防止
Ｏ非行集団への加入阻止､離脱支援活動対策及び解体活動の強化
○街頭補導活動の強化による､不良行為少年などの早期発見､早期補導
○少年や保護者､学校等に対する万引き防止教育の強化

３児童ポルノ事犯等福祉犯の根絶
○児童ポルノ事犯等福祉犯の取締り強化
Ｏ児童ポルノの流通防止に向けた､広報啓発活動の推進

Ｏ被害児童の早期発見､立ち直り支援活動等の強化

Ｏ△つごつご

ハートスキノレアッブ
Ｕ灯化o●!．■ロロ

霞■■缶

の⑦ １少年サポートセンター(警察)の活動

仁ボランティア活動

[I）可ﾗﾆi三万テＩ

r扇面藪訂街頭キャンペーン 非行防止教室

６
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② ②【ハートスキルアップ劇団｢麦の穂｣】

兵庫県警察本部少年育成課の少年サポートセンターに配属さ
れた少年補導職員が､1999年７月に劇団を設立､演劇を通じて少

年らに薬物乱用防止､万引き防止等を訴える活動を行っている。
劇団は､県下各地の学校等において公演を繰り返し､少年の非行
(被害)防止に大きな効果を上げている。

の の
２警察OBの関与
○学校支援チーム(スクールサポーター）

Ｏ児童相談所との連携(警察ＯＢの活用）

高校【インターンシップ】
４児童相談所との連携

Ｏ要保護児童対策地域協議会

中学校【トライやる･ウィーク】
小学校【地域安全マップ作り】

７
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心

②② ５－①播磨地域少年非行防止総合対策

播鬮地職

少年非行防止総合対策

ク
ロ
、

６
Ｐ

元暴走族リーダー等との
｢対猛会」

大規模合同補導及び夜間視
察の実施

l蕊Ｉ
連携且強化

姫路市･相生市･ボランティア等：
関係機関

各種対策且強力に推進 県警チーム守と元暴走族メ
ンパーチームとの釿容サッ

カー大会

関係機関との連携

～

ＩＣ
まつりの正常化

、

～＝
三二壷痙によるボランティア
部隊｢音少年啓発斑(ウェル
カムズ)｣の導入

JR姫路眼四辺の田境浄化

作画の実施

⑦ ②５－②神戸大学､姫路市教育委貝会､警察との
共同研究による｢ライフスキル教育｣の導入

神戸大学､姫路市教育委員会､警察との共同研究として､2010年度から3年間､実

証枝(姫路市立八幡小学校､夢前中学校)の授業にライフスキル教育を導入すると
ともに､地域住民等と連携した少年健全育成対策を推進する。

ボランティア活動 非行防止教育の導入

2010年６月１９日(土)､夢前中学校区内において、
児黄生鐘と地域住民､関係機関等が参加して､清
掃活動を実施。

※参加者約2,500人(警察､教育委員会､学校教
輸､児童､保腫者等）

｢ライフスキル教育｣の授巣カリキュラムに､万
引き等の非行や飲酒･喫煙等の不良行為の防
止を目的とした非行防止教室等の授業を組み
込み､規範意職の向上を図る゜

８
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名【
○関係機関と連携した少年へのきめ細かなサポート

１不登校児童･生徒に対する出前型非行防止教育

２非行少年に対する再非行防止活動､立ち直り支援活動

３被害少年に対する立ち直り支援活動

1０
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パネリスト

４田村正博（早稲田大学客員教授）

｢少年福祉機関、教育機関及び警察の連携
一北九州市の事例を中心に
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少年福祉機関､教育機関及び警察の連携
一北九州市の事例を中心に－早稲田大学客員教授田村正博

はじめに

１非行系少年立ち直りに向けた多機関連携
(1)多樋関連携の必要性
「非行少年の保護は少年司法機関の責任｣の建前
地域の多くの機関の支援､地域の人々の関与が立ち直りに不可欠

＊｢非行少年｣としての法的手続対象になっていない子ども(不良行為段階)を含む
(2)警察の関与の重要性

警察は捜査･調査以外のほか非行相談､立ち直りに向けた継続的な指導支援
＊専門の組織として少年サポートセンター設置

犯罪性の強い大人がいるケース､拒否的な子どもへの対応能力のある職員
中学校･児童相麟所･警察の連携が特に必要
(3)多機関連携の困難性
行政機関は任務･組織の目標特定､法的限界､体制的限定
他機関について､考え方､組織の抱える困難性､限界､留意事項簿を知らない
「なぜやってくれないのか｣(思い込み)、「介入されると困る｣(丸抱え）
「自分で何もしないで押し付けている｣(丸投げ)という印象､相互不信
＊特に警察については､閉鎖的で分からないため連携が難しいと潔織
個人情報保穫法制(国では2003年)により情報提供が制限
＊一部の自治体は原則禁止扱い､法的に可能でも批判回避のための過剰自主規制

２北九州市における多機関連携
(1)子ども総合センター
児童相談所と教育委員会の学習支援組織を統合(2003年）
非行系少年対応の困難性:児童虐待対応負担の増加､扱いにくい対象
非行専門セクション設置(2010年):現職校長の下に教員.警察官ＯＢ
(2)警察の少年サポートセンター(北九州少年サポートセンター）
子ども総合センターのフロアの－画に所在

少年補導職員を中心に少数の警察官を含めて構成

非行相戯､購演活動と立ち直りのための纏続的指導支援
＊講演では保育所･幼稚園の親に｢今子どもを大事に｣を伝える
専門性と行動力､非行少年からの信頼があることで､多機関連携の基軸役
市教育委員会から指導主事が派遣
(3)北九州市の連携の特徴
人材の派遣:教員を子ども総合センター､警察の少年サポートセンターに
警察官OBが子ども総合センターと教育委員会の学校支援組織に
同一施設にあることで顔の見える関係､日常的な3機関の連携
＊｢子どものために｣お互いを最大限利用
＊市の他の関係機関､地域の人々､保穫観察所とも連携
全国的な動向～合同施設設置(京都､東京)､最高裁判所家庭局の視察
＊児童相談所における警察官退職者採用も近年大幅増加

１
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３連携のためのその他の手法と仕組み
(1)横浜市における学校と警察の連携
市教育委員会と警察との間で情報交換をする協定締結
＊非行防止･被害防止･健全育成目的～捜査利用､不利益処分利用禁止
＊市個人情報保堕審麟会の承麗(保腫者同意不要）
全警察署に学校との連絡役(警察官ＯＢのスクールサポーター)を配置
大きな問題を抱えた学校を｢サポートチーム｣で解決(地域のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ参加）
(2)札UU市におけるサポートチーム制度発足(1996年)と運用
北海道警察の少年サポートセンターが発案､関係機関の連携の枠組みを事前設定
個々のケース(子ども)ごとに結成～各機関ができることをする､相互の理解進展

全国で実施されているが形だけでは機能しない：基本的な信頼関係が必要
＊成功の鍵は保謹者の同意､多数機関参加､コーディネーター役のふるまい方
＊｢知らない｣姿勢､敬意､お互いの枠を理解､小さなことでも可能なことから

４今後の警察を含めた連携の腺題
(1)警察の少年サポートセンターの機能発揮
少年サポートセンターは連携の基軸に適役(非警察的出先機関であり連絡が容易）
非行系少年と向き合う知織と経験を積んだ職員が継続的に配置
積極的行動､執行力ある警察組織が背景､閉鎖的警察組織と異なる存在

(2)国の役翻
地方自治体が非行系少年立ち直り支援の中心(国自身が中心となるのは無理）
国は地方を支援すべき(例：個人情報保謹が支障にならない法的仕組み）

＊現場レベルでの人々の経験交流の仕組みを設けることも国の役割の－つ
おわりに

Ｚ
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北海道警察が1996年に｢少年サポートチーム｣発足
準備のために関係機関に配布した趣旨説明の一部

｢日頃､ケースについて各種のやりとりをしている機
関同士でも､互いに相手の業務内容についてよく理

解していないということは､比較的よくあることです。
それでいて､このケースについては､あそこが担当

出来るはずだなどと考え打診してみるがうまくいか
ないということもあります｡そういったことも､「少年
サポートチーム｣での会議で､話し合うことによって

のできることできないこと､できないわけでは

ないが難しいこと場合によってはできることなどが

相互に理解できるようになるでしょう｡」

３
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パネリスト

５佐藤哲也

（北九州教育宮 ･福岡 長兼務）

｢北九州ワンストップ・サービスにおける少年
非行防｣｡このための学校と警察の連携について
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北九州ワンｽﾄｯﾌﾟ･サービスにおける少年非行防止のための学校と響察の連携について

佐藤哲也

１，はじめに

経歴中学校の教師を２１年務め、教育委員会に所属４年目。

３年前より警察の相談機関である少年サポートセンター（以下サポートセンタ

ー）で勤務。２年前より警察の少年課の係長を併任、指導主事と警察職員の二つ

の身分を持つ。

２、連携の実際

○情報連携

学校生活の実態

警察非行事実

最初に情報をキャッチできる２つの機関が連携することで非行防止に大きな力を発

揮することができる。

↓

○行動連携

・予防広報活動福岡県・・・シンナー乱用の少年の検挙数国内ワースト１

Ｅｘ.薬物乱用防止教室2003年以降サポートセンターが年間150回以上学校で実施

シンナーの乱用による少年の検挙数

ピーク時２００３年３４９人（北九州市）

２００９年３１人（北九州市）

・相談による支援

Ｅｘ・たまり場の解消保護者からサポートセンターへの相談で学校、警察と児童

相談所が連携

学校と警察、児童相談所による家庭訪問の繰り返し

サポートセンターによる個別の支援（新たな居場所づくり）

Ｅｘ・援助交際の少女のケース

保護者からの相談で学校と替察が連携

発達傷害（アスペルガー）への対応と学校での居場所作り

虞犯措置からの家庭調整

・検挙による防止

Ｅｘ・学校で荒れる少年の支援

緊急逮捕から児童自立支援施設での更正

３，まとめ

.コーディネート機能の重要性

・関係機関の隙間を埋める組織の必要性

・支援に少年・保護者を取り込むことのできる専門性


